
国営土地改良事業等における

平成２８年度再評価結果について

平成２８年８月３１日

北 海 道 開 発 局



１ 再評価（期中の評価）結果の公表

国営土地改良事業等については、事業の効率的な執行及び透明性の確保を
図る観点から、社会経済情勢等の変化を踏まえた再評価を平成１０年度より
実施しております。

本年度、学識経験者等で構成する技術検討会を設けて評価を行い、北海道
開発局が作成した事業実施方針（案）について、農林水産省農村振興局で検
討した結果、各事業の実施方針が決定されましたので、公表するものです。

また、再評価結果については、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」
（平成１３年法律第８６号）、「農林水産省政策評価基本計画」及び「平成
２８年度 農林水産省政策評価実施計画」（平成２８年７月１５日決定）に
基づき、農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/index.htm
l）にも掲載されています。

（問合せ先）

局 名
問 合 せ 先

担 当 窓 口 担当者名
農業水産部 農業整備課

北海道開発局
代表011-709-2311、直通011-700-6792 伊藤(内線5573)
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２ 平成２８年度再評価公表地区一覧

（国営かんがい排水事業）

都道府県 地区名 採択年度
事業費

(百万円)
主 要 工 事

北海道
どうおうようすい

道央用水 Ｈ７ 129,400
貯水池新設１箇所、貯水池改修１箇所、頭首工新設１箇所、
頭首工改修３箇所、揚水機新設２箇所、揚水機改修４箇所、
用水路新設10.2km

北海道
しのつちゅうおうにき

篠津中央二期 Ｈ７ 49,500 頭首工改修１箇所

北海道
ゆうふつとうぶ

勇払東部 Ｈ１３ 47,000
貯水池改修１箇所、頭首工新設１箇所、揚水機新設１箇所、
揚水機改修１箇所、用水路新設・改修82.1km、排水路改修8.8km
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３ 技術検討会委員名簿

（５０音順）

局 名 氏 名 専門分野 所 属 備 考

北海道 岡 村 俊 邦 環 境 北海道科学大学空間創造学部教授
お か む ら と し く に

開発局 紺 野 裕 乃 社会資本 北海道開発技術ｾﾝﾀｰ調査研究部上席研究員
こ ん の ひ ろ の

長 澤 徹 明 農業土木 北海道大学名誉教授 委員長
な が さ わ て つ あ き

中 原 准 一 農業経済 酪農学園大学名誉教授
な か は ら じゅんいち

波多野 隆 介 農 学 北海道大学大学院農学研究院教授
は た の りゆうす け

森 久 美 子 作 家 作家・エッセイスト
もり く み こ
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【北海道開発局】

地区名 ページNo.

国営かんがい排水事業

道央用水 ５

篠津中央二期      ９

勇払東部        １３
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（北海道開発局）

どうおうようすい

事 業 名 国営かんがい排水事業 地 区 名 道央用水

え べつ し ち とせ し え にわ し きたひろしま し ゆうばり し いわ み ざわ し

江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、夕張市、岩見沢市、
都道府県名 北海道 関係市町村名 なんぽろちよう ゆ に ちよう ながぬまちよう くりやまちよう あ びらちよう

南幌町、由仁町、長沼町、栗山町、安平町

本地区は、北海道石狩振興局、空知総合振興局及び胆振総合振興局管内に位置する６市５町
にまたがる水稲作を中心とした農業地帯である。地域の水田へのかんがい用水は、夕張川、千
歳川、安平川、大夕張ダム等を水源としているが、河川流況の変動により用水不足を来してい
るとともに、代かき期間の短縮、深水かんがい等の用水が確保されていない。また、かんがい
用水を反復利用するための施設が多数配置されていることから用水管理に苦慮しているととも
に、施設の老朽化により維持管理に多大な費用を要している。

事 畑の用水は、降雨に依存せざるを得ない状況にあり、安定的なかんがい用水の確保がなされ
ていない。

業 このため、本事業では、ダム、頭首工、揚水機及び用水路を整備するとともに、取水施設の
統廃合を行い、あわせて、関連事業により用水施設、ほ場を整備し、土地生産性の向上、農作

概 業の効率化、水管理の合理化を図り、農業経営の安定、地域農業の振興に資するものである。

要 【事業内容等】
受 益 面 積 29,010ha（水田27,058ha、畑1,952ha）
主要工事計画 貯水池１箇所（新設）、１箇所（改修）、頭首工１箇所（新設）、３箇所（改修）

揚水機２箇所（新設）、４箇所（改修）、用水路10.2km（新設）
国営総事業費 129,400百万円（平成28年度時点 146,002百万円）
工 期 平成７年度～平成33年度予定（施設機能監視期間を含む。）

（平成７年度～平成30年度予定 工事期間）

【事業の進捗状況】
平成27年度までの進捗率（事業費ベース）は、一期地区が100％、二期地区が100％、三期地

区が約90％で道央用水地区全体では約96％である。

【関連事業の進捗状況】
評 関連する事業のうち、基幹水利施設や農地の再編整備を行う国営事業の進捗率は約85％、支
線用水路やほ場整備等を行う道営事業の進捗率は約89％となっている。団体営事業を含めた関
連事業全体の進捗率は約86％となっている。

価 【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】
本地区の関係市町の、平成12年と平成22年の10年間の農業等の情勢の変化を見ると、以下

のとおりである。

項 １．産業別就業人口の動向
本地域の就業人口は、平成12年の193,314人から平成22年の186,591人に減少（△3.5％）し
ている。このうち、第３次産業の占める割合が最も大きく、その割合は平成12年の69.9％か
ら平成22年の75.0％に増加している。

目 農業就業人口は、平成12年の14,372人から平成22年の11,946人に減少（△16.9％）し、産
業別就業割合も7.4％から6.4％に減少している。

２．農業・農村の動向
（１）地域農業の概要

本地域では、水稲、小麦や大豆等の畑作物、かぼちゃやメロン等の野菜や花き等、多様
な作物を生産している。本地域の作物別作付面積が北海道全体に占める割合は、水稲12％、
小麦10％、大豆20％、露地野菜８％（施設野菜15％）、花き７％（施設花き17％）となって
いる。

（２）農家戸数・認定農業者数・農業生産法人数
本地域の農家戸数は、平成12年の5,139戸から平成22年の3,512戸に減少（△31.7％）し

ている。このうち、専業農家と第1種兼業農家を合わせた主業農家の割合は、平成12年の
85.6％から平成22年の87.0％に増加している。
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（北海道開発局）

しの つ ちゆうおう に き

事 業 名 篠津中央二期

都道府県名 北海道

評
【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】
本地区の関係市町村の、平成12年と平成22年の10年間の農業等の情勢の変化を見ると、以下

のとおりである。
価
１．産業別就業人口の動向

本地域の就業人口は、平成12年の67,672人から平成22年の64,964人に減少（△4.0％）し
ている。このうち、第３次産業に占める割合が最も大きく、その割合は平成12年の70.4%か

項 ら平成22年の75.8%に増加している。
農業就業人口は、平成12年の5,316人から平成22年の4,206人に減少（△20.9％）し、産業

別就業割合も7.9％から6.5％に減少している。

目 ２．農業・農村の動向
（１）地域農業の概要

本地域では、水稲、小麦や大豆等の畑作物、ブロッコリーやかぼちゃ等の野菜や花き等、
多様な作物を生産している。本地域の作物別作付面積が北海道全体に占める割合は、水稲
5.7％、小麦5.8％、大豆6.5％、露地野菜2.1％（施設野菜1.9％）、花き9.5％（施設花き
18.9％）となっている。

（２）農家戸数・認定農業者数・農業生産法人数
本地域の農家戸数は、平成12年の905戸から平成22年の581戸に減少（△35.8％）してい

る。このうち、専業農家と第1種兼業農家を合わせた主業農家の割合は、平成12年の90.2
％から平成22年の92.3％に増加している。

国営かんがい排水事業 地 区 名

関係市町村名
え べ つ し とうべつちょう しんしのつむら つきがたちょう

江別市、当別町、新篠津村、月形町

事

業

概

要

本地区は、北海道石狩振興局及び空知総合振興局管内に位置する１市２町１村にまたがる水
稲作を中心とした農業地帯である。
地区の水田へのかんがい用水は石狩川とその支流の篠津川等を水源としているが、代かき期

間の短縮や深水かんがいに必要な用水が確保されていない。
また、小規模な取水施設が配置されていることから、用水管理に苦慮しているとともに、施

設の老朽化により維持管理に多大な費用を要している。
このため、本事業では頭首工の整備を行い、併せて関連事業により用水施設及びほ場を整備

し、土地生産性の向上、農作業の効率化、水管理の合理化を図り、農業経営の安定、地域農業
の振興に資するものである。
なお、地区の不足する水量は、特定多目的滝里ダムに依存する。

【事業内容等】
受 益 面 積 7,460ha（水田7,460ha）
主要工事計画 頭首工 １箇所（改修）
国営総事業費 49,500百万円（平成28年度時点 52,580百万円）
工 期 平成７年度～平成32年度予定

（平成７年度～平成29年度 工事期間）
（平成30年度～平成32年度 施設機能監視期間）

【事業の進捗状況】
平成27年度までの進捗率（事業費ベース）は約91％である。

【関連事業の進捗状況】
関連する事業のうち、基幹水利施設整備を行う国営事業の進捗率は100％、また、支線用水 

路やほ場整備等を行う道営事業の進捗率は約84％となっている。関連事業全体の進捗率は約97 
％となっている。
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（北海道開発局）

認定農業者数は、平成12年の318戸から平成22年の1,126戸に大幅に増加（254.1％）し
ている。
農業生産法人数は、平成12年の89経営体から平成22年の112経営体と増加（25.8％）し

ている。
（３）経営耕地面積

本地域の経営耕地面積は、平成12年の10,350haから平成22年の9,507haに減少（△8.1％）
している。一方、１戸当たり平均経営耕地面積は平成12年の11.4ha／戸から平成22年の
16.4ha／戸に増加（43.9％）している。また、経営耕地面積10.0ha以上の農家割合は、平
成12年の51.6％から平成22年の70.4％に増加している。

評

価

項

目

【関係団体の意向】
北海道は、本事業の効果が十分発現されるよう、早期完了を目指す必要があるとしている。
石狩川頭首工の供用開始に伴い安定した用水が確保されたことから、関係市町村及び関係土地改

良区は、今後は、水管理の省力化、地下かんがいの導入を推進し、良食味米の生産とブランド化を
進め、水稲を主体とした地域農業の持続的発展に取り組むこととしている。また、工事費を縮減し
つつ、工事計画に基づき早期完了を望んでいる。

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】
現時点において事業計画の重要な部分の変更はなく、事業計画を変更する必要は生じていな

い。
１．事業の施行に係る地域
現時点で受益地域を変更する必要はない。

２．主要工事計画
現時点で主要工事計画を変更する必要はない。

３．事業費
平成28年度時点における国営総事業費は52,580百万円であり、現計画の49,500百万円から

増加（6.2％）しているが、物価変動を除く事業費の変動はない。

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】
本地区では、作物生産量が増加する効果、営農経費・維持管理費が節減される効果、廃用施

設の下で行われていた農業生産が維持される効果を主な効果として見込んでいる。
費用対効果分析の基礎となる作物面積、作物単価、収量等について、現計画時点と比較し現

況では変動が見られる。
関係市町村の農業振興計画等や関係機関の意見を聴取したところ、良食味・高品質米の生産 

地として、生産の安定化と品質・食味の一層の向上を図ることとしている。また、地域農業の
ブランド化に向け、野菜や花きの生産拡大や高品質化、安定生産を図ることとしている。これ
らの取組により地域農業の発展を目指すこととしており、現計画の営農計画を変えるものでは
ない。

なお、費用対効果分析の結果は以下のとおりである。
妥当投資額 （Ｂ） 177,376 百万円 （現行計画 151,266 百万円）
総事業費 （Ｃ） 142,954 百万円 （現行計画 131,329 百万円）
投資効率 （Ｂ／Ｃ） 1.24 （現行計画 1.15）

【環境との調和への配慮】
頭首工の建設に当たり、頭首工周辺の環境調査を行うとともに、頭首工施工時や旧堰撤去工

事時に濁水発生低減工法を採用し、濁水の流出防止に努めている。
また、頭首工に３種類の型式を組み合わせた魚道を設置し、魚類の遡上を確認しているが、

今後もモニタリング調査を行うこととしている。

【事業コスト縮減等の可能性】
現地発生材を再利用することによりコスト縮減を図っているとともに、作業構台の施工に当 

たり、容易に着脱可能な部材を事前に製作して作業構台の組立・解体に係る作業を軽減するな
どのコスト縮減を図っている。
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（北海道開発局）

【評価項目のまとめ】
本地域では、農家戸数や経営耕地面積は減少しているが、主業農家の割合や１戸当たり平均経営

耕地面積は増加している。また、水稲、畑作物、ブロッコリーやかぼちゃ等の野菜、花きなど、多
様な作物が生産され、良食味・高品質米の生産地として、生産の安定化と品質・食味の一層の向上
を図ることとしている。地域農産物のブランド化に向け、野菜や花きの生産拡大や高品質化、安定
生産を図ることとしている。
本事業は、老朽化した頭首工の改修により長期的な安定取水を確保するとともに、末端用水施設

やほ場整備を行うことで、土地生産性の向上、水管理の合理化、農作業の効率化を図り、農業経営
の安定を図ることを目的として実施している。
事業の進捗については、平成７年度から石狩川頭首工の整備を進め、平成26年度から供用を開始

し、事業効果が発現しており、平成27年度までの進捗率は約91％となっている。また、現時点にお
いて事業計画の重要な部分の変更はない。
事業の実施に当たっては、頭首工に３種類の型式を組み合わせた魚道を設置するなど環境との調

和への配慮に努めている。また、コスト縮減に努めつつ進捗を図っている。
関係団体からは、今後ともコスト縮減に努め、早期に事業完了することが求められている。

【技術検討委員会の意見】
地域が推進する良食味米や収益性の高い野菜等の安定生産のためには、かんがい用水の安定的な

確保が必要であると認められる。
石狩川頭首工が平成26年度より供用開始されていることから、所期の効果発現のため、関係機関

と連携して関連事業を推進されたい。
頭首工に設置された魚道については、築造後の魚類遡上を確認しているが、今後のモニタリング

調査による効果の持続性の検証が望まれる。

【事業の実施方針】
今後ともコスト縮減に努めるとともに、関係団体と連携して関連事業の推進に努め、平成29年度

の事業完了に向けて計画的に事業を推進する。

＜評価に使用した資料＞
・国勢調査（平成12年、平成17年、平成22年）
・農林業センサス（平成12年、平成17年、平成22年）
・農林水産省/統計情報（http://www.maff.go.jp/j/tokei/index.html）
・経済産業省/商業統計（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/）
・経済産業省/工業統計調査（http://www.meti.go.jp/statistics/kougyo/）
・総務省統計局/経済センサス（http://www.stat.go.jp/data/e-census）
・農林水産省北海道農政事務所/統計情報（http://www.maff.go.jp/hokkaido/toukei/index.html）
・北海道農政部/各種統計（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/nsi/）
・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について]（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知 一部改正：平成28年３月25日農林水産省農村振興局整備部長通知）
・農林水産省構造改善局計画部（監修）（1988）｢[改訂]解説土地改良の経済効果｣大成出版社
・国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書
・一般公表されていないものについては、北海道開発局 札幌開発建設部 札幌北農業事務所調べ
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（北海道開発局）

ゆうふつとう ぶ

事 業 名 国営かんがい排水事業 地 区 名 勇払東部

あつ ま ちよう ちよう

都道府県名 北海道 関係市町村名 厚真町、むかわ町

本地区は、北海道胆振総合振興局管内東部に位置する２町にまたがる農業地帯である。本地
区の営農は、水稲を中心に、水田の畑利用等による小麦、大豆、野菜等を組み合わせた経営が
行われている。
本地区の農業用水は、厚真川とその支流河川及び国営厚真土地改良事業（昭和37年度～昭和
46年度）で造成された厚真ダムに水源を依存し、同事業等により造成された頭首工、揚水機及
び用水路により地区内へ配水されている。しかしながら、近年、河川の流況が不安定であるこ

事 とから用水不足を生じているとともに、代かき期間の短縮、深水かんがいなど、近年の営農に
対応した用水が確保されていない。
地区内の用水施設は、経年的な劣化が生じており、加えて小規模な施設が多いことから維持

管理に多大な費用と労力を要している。
業 地区内の排水施設は、国営厚真土地改良事業等で造成されたが、施設の経年的な劣化に伴う
法面崩壊等による性能低下が生じており、一部地域において、湛水被害等が生じている。また、
地区内のほ場は、小区画で不整形であることから、効率的な営農に支障を来している。
このため、本事業では、厚真ダム等の用水施設及び幹線排水路の整備を行い、関連事業にお

概 いて造成される厚幌ダムに新たな水源を求め、支線用排水路等の整備やほ場の大区画化など区
画整理を行うことにより、農業用水の安定供給、用水管理の合理化及び排水性能の向上を図り、
農業生産性の向上及び農業経営の安定に資するものである。また、併せて地区内の農業用水が
従来から有している地域用水機能の維持、増進を図るものである。

要
【事業内容等】
受 益 面 積 3,224ha（水田2,866ha、畑358ha）
主要工事計画 貯水池１箇所（改修）、頭首工１箇所（新設）

揚水機場１箇所（新設）、１箇所（改修）、
用水路 82.1km（新設・改修）、排水路 8.8km（改修）

国営総事業費 47,000百万円（平成28年度時点 48,781百万円）
工 期 平成13年度～平成34年度予定

（平成13年度～平成31年度 工事期間）
（平成32年度～平成34年度 施設機能監視期間）

【事業の進捗状況】
平成27年度までの進捗率（事業費ベース）は一期地区が100％、二期地区が約56％、全体で約
67％である。

評 【関連事業の進捗状況】
道営ほ場整備事業等が実施されており、関連事業全体の進捗率は約70％である。

価 【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】
本地区の関係町の、平成17年と平成22年の５年間の農業等の情勢の変化を見ると、以下のと

おりである。
項
１．産業別就業人口の動向
本地域の就業人口は、平成17年の8,539人から平成22年7,703人に減少（△9.8％）している。
このうち、第３次産業に占める割合が最も大きく、その割合は平成17年の47.6％から平成22

目 年の48.3％に増加している。
農業就業人口は、平成17年の2,500人から2,364人に減少（△5.4％）しているが、産業別就
業割合は29.3％から30.7％に増加している。

13



（北海道開発局）

２．農業・農村の動向
（１）地域農業の概要

本地域では、水稲、小麦や大豆、小豆等の畑作物、ブロッコリーやかぼちゃ等の野菜類
などを生産し、関係町の農業産出額は、平成17年の68.3億円から平成22年の64.7億円に若
干減少（△5.3％）している。

（２）農家戸数・認定農業者数・農業生産法人数
本地域の農家戸数は、平成17年の466戸から平成22年の384戸に減少（△17.6％）してい

る。このうち、専業農家と第１種兼業農家を合わせた主業農家の割合は、平成17年の80.0
％から平成22年の78.6％と高い水準を維持している。
認定農業者数は、平成17年の174戸から平成22年の229戸に増加（31.6％）している。
農業生産法人数は、平成17年の13経営体から平成22年の18経営体に増加（38.5％）して

いる。
（３）経営耕地面積

本地域の経営耕地面積は、平成17年の4,452haから平成22年の4,215haに減少（△5.3％）
している。一方、１戸当たり平均経営耕地面積は平成17年の9.5haから平成22年の11.0haに

評 増加（15.8％）している。また、経営耕地面積10.0ha以上の農家割合は、平成17年の31％
から平成22年の40％に増加している。

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】
価 １．事業の施行に係る地域

現時点で受益地域を変更する必要はない。

２．主要工事計画
項 現時点で主要工事計画を変更する必要はない。

３．事業費
平成28年度時点における国営総事業費は48,781百万円であり、現計画の47,000百万円から

目 増加（3.8％）しているが、物価変動を除く事業費の変動はない。

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】
本地区では、作物生産量が増加する効果、営農経費・維持管理費が増減する効果、災害が防

止される効果を主な効果として見込んでいる。
費用対効果分析の基礎となる作物面積、作物単価、収量等については、現計画時点と比較し

変動が見られない。
厚真町の農業振興計画等や関係機関の意見を聴取したところ、基幹作物である水稲について

は、地域ブランド「たんとうまい」を核として、収量や品質の高位平準化を目指すこととして
いる。土地利用型作物や野菜については、排水対策を徹底し安定生産や品質の向上を図ること
としている。これらの取組により地域農業の発展を目指すこととしており、現計画の営農計画
を変えるものではない。

なお、費用対効果分析の結果は以下のとおりである。
総便益額（Ｂ） 127,560百万円 （現行計画 118,248百万円）
総費用 （Ｃ） 120,352百万円 （現行計画 116,257百万円）
総費用総便益比 （Ｂ／Ｃ） 1.05 （現行計画 1.01）

【環境との調和への配慮】
排水路の整備においては、植生マットを活用し周辺環境に配慮した護岸工法を採用している。
また、頭首工の建設に当たっては、２種類の型式を組み合わせた魚道を設置しており、魚類の
遡上を確認しているが、今後もモニタリング調査を行うこととしている。

【事業コスト縮減等の可能性】
既設函渠を利用したパイプインパイプ工法や浅埋設工法への変更により、事業コストの縮減

に取り組んでいる。
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（北海道開発局）

【関係団体の意向】
北海道は、本事業の効果が十分発現されるよう、早期完了を目指す必要があるとしている。
関係町及び関係土地改良区は、町財政が厳しい状況となっている中、事業完成は最優先であるが、
地元負担金が過度に増大とならないよう、より一層のコスト縮減を望んでいる。また、本地域は恒
常的な用水不足であり、農業用水施設の老朽化も著しいため、本事業と併せて関連事業による生産
基盤の整備を一体的に進めることで、用水が確保され農業経営の安定化が図られることから、計画
工期内での早期完成を望んでいる。

【評価項目のまとめ】
本地域では、農家戸数や経営耕地面積は減少しているが、１戸当たり平均経営耕地面積は増加し

ている。また、水稲、畑作物、ブロッコリーやかぼちゃなどの野菜が生産され、基幹作物である水
稲については、地域ブランド「たんとうまい」を核として、収量や品質の高位平準化を目指すこと
としている。土地利用型作物や野菜については、安定生産や品質向上を図ることとしている。
本事業は、不足する用水を厚幌ダムに依存し、用水施設の整備や統廃合、排水路の整備を行うと

ともに、その他末端用水施設やほ場整備を行うこととしている。これらにより、土地生産性の向上、
水管理の合理化、農作業の効率化を図り、農業経営の安定を図ることを目的として実施している。
事業の進捗については、平成13年度から基幹水利施設の整備を進めており、平成19年度から美里

頭首工の供用を開始するなど、一部地域において事業効果が発現し、平成27年度までの進捗率は約6
7％となっている。また、現時点において事業計画の重要な部分の変更はない。
事業の実施に当たっては、頭首工に２種類の型式を組み合わせた魚道を設置するなど環境との調

和への配慮に努めている。また、コスト縮減に努めつつ進捗を図っている。
関係団体からは、関連事業とも連携を図り、今後ともコスト縮減に努め、早期に事業完了するこ

とが求められている。

【技術検討委員会の意見】
良食味米の安定生産のためには、近年の営農に対応した用水の確保や施設管理の合理化が必要で

あると認められる。
美里頭首工が平成19年度より一部供用されているが、所期の効果発現の観点から、関係機関と連

携して事業を進められたい。また残工事については、引き続きコスト縮減に努められたい。
農業用水が有する地域用水機能の増進を図るとともに、美里頭首工に設置された魚道については、
モニタリング調査による効果の検証が望まれる。

【事業の実施方針】
今後ともコスト縮減に努めるとともに、関係団体と連携して関連事業の推進に努め、効果の早期

発現に向けて計画的に事業を推進する。

＜評価に使用した資料＞
・国勢調査（平成12年、平成17年、平成22年）
・農林業センサス（平成12年、平成17年、平成22年）
・農林水産省/統計情報（http://www.maff.go.jp/j/tokei/index.html）
・経済産業省/商業統計（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/）
・経済産業省/工業統計調査（http://www.meti.go.jp/statistics/kougyo/）
・総務省統計局/経済センサス（http://www.stat.go.jp/data/e-census）
・農林水産省北海道農政事務所/統計情報（http://www.maff.go.jp/hokkaido/toukei/index.html）
・北海道農政部/各種統計（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/nsi/）
・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について]（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知 一部改正：平成28年３月25日農林水産省農村振興局整備部長通知）
・農林水産省農村振興局整備部（監修）（2015）｢[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル｣大
成出版社
・国営勇払東部土地改良事業変更計画書
・一般公表されていないものについては、北海道開発局 室蘭開発建設部 胆振東部農業開発事業所
調べ
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